
本稿の目的は、 商業統計表 によるパネル・データを用いて、日本におけ

る小売業のコブ ダグラス型生産関数を推定し、“規模の経済性”が存在する

か否かを検証することである。

日本における小売業は現在、事業所数、年間商品販売額ともに減少傾向にあ

るものの、従業者数はゆるやかながら、営業時間の長時間化、パート・アルバ

イトへの転換、そして売場面積の拡大によって増大している。また、店舗の大
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注 商業統計表 各年度版より

型化・寡占化も進んでいる。 年度において、小売業の 事業所当たりの平

均年間商品販売額は約 億円であるが、約半数の事業所は販売額が 万円未

満であり、平均を超えている事業所は 割程度である。実際に表 が示すように、

人以上の事業所数が増加しているのに対して、 人以下の規模では、 年

に約 万あった事業所数が、 年には約 万と も減少しており、小規模

の店舗が明らかに大幅な減少を示し、対照的に大型店の増加が顕著である。

従業員数 年 年 年

人以下

人

人

人

人

人

人

人以上

いわゆる“まちづくり三法”（大規模小売店舗立地法、中心市街地活性化法、

都市計画法）が制定され、その見直しにおいても大型店の立地調整の強化につ

いても注目が集まっているが、これまで、大型店の新規出店は増加し続けてき

た。そして、 中心市街地 郊外 という構図の通り、中心市街地への顧客離

れは概ね進んでおり、都市計画等の観点から様々な問題点が指摘されている。

従来、立地規制を含め、政策的な参入規制は主に、エネルギーやテレコムと

いった費用の劣加法性をもつ産業に対して行われてきた。これらの産業では、

規模の経済性が明確に観察された経緯がある。しかし、日本の小売業に対して、

規模の経済性等を考慮した実証事例は、日本においては非常に少なく、経済学

的な分析を試みる必要が残されているといえる 。

そして、林（ ）等が明らかにしたように、近年まで日本経済が直面した“失

われた 年”とも呼ばれる長期不況において、全要素生産性（



）で代表される技術進歩成長率の低下が顕著であることがその主な

要因であり、政策や需要サイドよりも、技術革新を促進しうる供給サイドの効

率化が解決策であるという実証結果を支持する意見が主流になりつつある。日

本の において、非常に大きな割合を占める小売業を中心としたサービス部

門の生産性向上こそが、今後の日本経済のカギを握るといっても過言ではない

であろう 。また、昨今の景気回復の恩恵において、地域間格差が生じている

とのメディア報道も多いが、小売業は地方部では重要な雇用の吸収源であり、

地域経済を分析し、地域振興策を検討する上でも、小売業の生産性についての

考察が不可欠である。

にもかかわらず、日本において、小売業に焦点を当てた経済学的な研究事例

は非常に少ない。大型小売店の新規出店に関する規制等も、経済学的な意味で

の産業規制としての性質を持つこともあり、この根拠を経済学的に考察する必

要がある。そして、比較的規模の小さい店舗の廃業が近年、急速に増加してい

るが、まちづくりや中心商店街の活性化の観点からの事例研究や政策的取り組

みは多いものの、それが小売業の効率性にどのような意義をもつかという観点

からの考察は決して多いとはいえない。店舗の大型化の要因やそれが小売業の

生産性や効率性に与える影響についても、経済学的な検証が重要であろう。

日本における小売業の規模の経済性を検証するため、生産関数を用いた研究

としては峰尾（ ）および峰尾（ ）が挙げられる。そこでは、 商業統計表

のデータを利用し、時系列や事業規模別にクロス・セクションのコブ ダグラ
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もっとも、まちづくり三法の成立過程およびその見直しにおいては、経済学的な意

味だけではなく、景観や住みやすさ、地域への愛着といったより広範かつ社会的な

視点が含まれていることであろう。本稿は、それらを否定するものでは全くなく、

あくまで経済学的な視点に基づき、小売業における規模の経済性について考察を加

えるものである。

（ ）では、開廃業を通したダイナミックな資源再配分こ

そが、生産性を向上させるとしている。



ス型生産関数を推定している。これらによれば、規模によっては収穫逓増がみ

られるものの、規模の拡大に応じて比例的ではなく、小規模・中規模・超大規

模では上記関係がみられるが、大規模ではそのような関係がみられないなど、

規模によって変化するという結論になっている。この結論に至る過程は、主に

（ ）で提示されたモデルを踏襲している。 （ ）では、以下の

ようなコブ ダグラス型生産関数を推定している 。

・・・

通常、コンベンショナルな生産関数では、 は付加価値額、 は技術水準、

は資本ストック、 は雇用者数や支払賃金総額等で代表される労働投入量を

示している。 および は、それぞれ資本分配率と労働分配率である。

（ ）では、データ制約のため、以下のような代理変数を使用している。付加

価値額の代理変数として事業所当たりの年間販売額 、資本ストックのそれと

して事業所当たりの売場面積 、事業所当たりの従業者数 である。そして、

自然対数を用いると推定式 は、

・・・

となる。規模の経済性についてみると、 の時に一次同次、 が

を超えれば規模の経済の存在が認められることになる。つまり、 が

を超えれば、投入量をすべて 倍にしたときに産出量が 倍以上になり、

の時は一次同次、収穫一定であり、投入量をすべて 倍にしても産

出量は 倍にしかならず、 が より小さければ規模の不経済が発生し

ており、投入量をすべて 倍にしても産出量は 倍以下となってしまう。規

模の経済性の有無を判定するには、生産関数を推計し、 といった規模弾

力性を計算することによって分析可能となる。

（ ）では、データ制約のため、費用関数が推定できないこと、加えて減価

償却、共通費、地価、設備の耐用年数等を適切に評価することの困難性を指摘し、

生産関数を用いるとしている。



峰尾（ ）および峰尾（ ）は日本の小売業における規模の経済性を検証し

た数少ない実証事例である。そこでは、 商業統計表 を用いた時系列分析で

の推定結果において、資本や労働の係数がマイナスとなるものが含まれていた

り、相当な水準での大幅な規模の経済性がみられる等の分析結果が示されてい

る。そして、 流通会社年鑑 年版 、 流通会社年鑑 年版 、 小売・卸

売企業年鑑 年版 を用いた事業所レベルのクロス・セクション分析では概

ね規模の経済性が確認されている。ただし、時系列データを用いた分析では標

本数が限定されていたことによる自由度不足からその結果の解釈が困難であり、

そして時系列分析あるいはクロス・セクション分析のみであり、パネル・デー

タを利用していないことから生じる（地域や産業等の）固体特有な効果を考慮

してないために、パネル・データにて再考することに意義があると我々は考え

る。小売業といっても、中分類や小分類別にみれば多種多様であり、分類ごと

に異質な技術を持っている可能性もありうる。また、資本ストックの代理変数

として、売場面積が必ずしも適当ではないかもしれない。さまざまな要因が上

記のような推定結果にバイアスを与えているかもしれない。

日本を対象とした分析は非常に限られているが、海外ではそれほど多くはな

いものの、いくつかの先行研究が行われている。

（ ）では、 のデータを用いて、

クロス・セクション分析によるアメリカの百貨店業におけるコブ ダグラス型

生産関数を推定しているが、売場面積に加え、非売場面積（ ）

を加えた総敷地面積（ ）を資本ストックの代理変数として採用し

ている。推定結果は、資本弾力値が 、労働弾力値 が であり、

と にかなり近い値となっている。このため、結論としては、

規模の経済性は特にみられないこと、そしてこのために市場支配力が観察され

ないことから、小売業に対する規制や政策に対するインプリケーションを強調

している。この結果は、 （ ）でも支持されている。

（ ）では、小売業における規模の経済性について、それまでの詳細

なサーベイを行っている。これによれば、企業レベルのミクロ・レベル・デー

タを用いた実証事例は つあり、 として付加価値額を採用したものと粗

利益を採用したものとあるが、スケール・メリットを認めるものと、一次同次
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性が観察されたものがある。マクロ・レベルでは年間商品販売額を とし、

すべて一次同次であった。このように結論は一意ではない。

（ ）は、企業レベル・データを使った小売業

の規模の経済性に関して、既存研究によって結果が異なる要因として、アプロー

チの相違を挙げている。そして、中国を対象に、 年のクロスセクション・

データを用い、生産関数と費用アプローチ（ ）の

双方を用いている。これまでの既存研究において、前者では規模の経済性が観

察されず、後者では観察されるとしている。生産関数は、コブ ダグラス型で

あり、多くの既存研究と同様に、事業所当たりの年間販売額が被説明変数であ

り、説明変数として事業所当たりの売場面積と従業員数に加え、事業所が立地

している地域の所得と人口がモデルに含まれている。費用アプローチとは、営

業利益を被説明変数とし、説明変数に売場面積と従業員数を乗じた値が含まれ、

事業規模の拡大が営業利益を増加させるかを検証している。一次同次であれば、

規模に応じて、営業利益は変化しない。推定結果として、双方で規模の経済性

が観察されたとしている。

集計レベルのデータを用い、コブ ダグラス型生産関数を用いた実証研究で

は概ね、規模の経済性を認めるものとそうでないものとがあり、まだ決着はつ

いていない。本稿では、主に日本を対象とした既存研究との比較検証のため、

コブ ダグラス型生産関数を用い、さらに既存研究ではこれまでに利用されて

いないパネル・データを使用し、日本における小売業での規模の経済性を検証

していく。

本稿では、 商業統計表 を用いた集計データを用いたマクロな分析を試み

る 。これまでの既存研究の多くでは、クロスセクション・データもしくは時

系列データを用いた分析に止まっていたが、本稿ではパネル・データを用い、

分析を試みる。パネル・データとは、時系列データとクロスセクション・デー

タを合わせたデータであり、観察単位を同一の個人、地域、事業所など、複数

期間において観察したものである。パネル・データを用いるメリットとして、



多重共線性の問題が解消されうること、同時に推定上の自由度が増し、推定量

の不偏性が向上することが挙げられる 。パネル・データのメリットを活かし、

セミマクロ・レベルの集計データにて地域別・産業分類別に検証を試みる。

式をパネル・データを用いて検証する。よって、推定式は、

・・・

となる。ただし、本稿では都道府県レベルおよび産業別でのパネル・データ分

析を行うため、各変数の添え字は、 が各都道府県、 が年度である。 は、

地域業における 年の誤差項であり、 とする。 は各経済主体に

特有な効果（ ）であり、 は通常の仮定に従うものとする。こ

の と説明変数が無相関であれば、変量効果モデル（ ）、

と説明変数が相関していれば固定効果モデル（ ）となる。また、

すべての が等しいとし、通常の最小自乗法を適用したものをここではプー

ル・モデルとして推定する。 が等しいか否かについては、 検定にてモデ

ル選択を行い、固定効果モデルと変量効果モデルのどちらを採択するかについ

ては、 検定を行う。

まずは都道府県別のデータを使用し推定を行う。対象年度は、 年、

年、 年、 年、 年、 年、 年、 年、 年、 年の

期間であり、標本数は である 。また、店舗当たりの年間販売額は、消費

者物価指数にてデフレートした 。都道府県データを用いての 式の推定結果

は表 の通りである。
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本来であれば、事業所レベルのミクロな分析を行いたいが、利用可能なデータは、有

価証券報告書 等の上場企業に限定される。本稿では、小売業全般について平均的

な傾向を掴むことを目的としているため、今回はマクロな分析に限定した。勿論、

ミクロ・レベルのデータを使用し、本稿の結果をミクロ・レベル・データによって

再検証することも重要であると考える。

パネル・データについては、北村（ ）や （ ）等を参照のこと。

商業統計表 における売場面積の取り扱い範囲は 年より変更されているため、

この 期間とした。



まず、各都道府県の特性を考慮しないプール・モデルを用いた推定結果であ

るが、各係数の 値はどれも高く、自由度修正済み決定係数も高い。しかし、

は と規模の経済性を示しているものの、店舗あたりの売場面積の

係数がマイナスである。売場面積の拡大が、年間販売額に負の影響を持つとは

考えにくい。実際、 検定によって個体特有効果が認められたため、この結果

は、各地域の特性を無視したため生じるバイアスが影響しているとも考えられ

る。そして、パネル・データを用いたモデルであるが、固定効果モデルでは、

値、自由度修正済み決定係数ともに高い。 であるが、固定効果モデル

において 、変量効果モデルにおいて であり、固定効果モデルにおい

てやや収穫逓減的傾向がみられ、変量効果モデルにおいては、

（ ）等の諸外国における実証事例と同様に、一次同次に近い推定結果

となっている。 検定より、自由度 に従うカイ自乗値が と高く、

デフレーターは、都道府県ごとのものを使用することも考えられ、都道府県ごとに

別個の を使用すべきではあるが、今回は、都道府県ごとの物価指数の違いの影

響が残差に反映されていると考え、このような推定を行った。

プール・モデル 固定効果モデル 変量効果モデル

係数 係数 係数

定数項
（ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

（ ）
値 値

注 係数の下の括弧は 値であり、それぞれ、 は ％水準で有意、 は ％水準で有意、
は ％水準で有意を示す。

注 固定効果モデルでの個体特有効果は省略する。



固定効果モデルが採択された。都道府県レベル・データを用いた結果では明確

な規模の経済性は観察されなかったといえよう。

次に産業別データによる推定を試みる。今回は、小売業を 桁分類、 桁分

類、 桁分類のうち、事業所数、従業員数、年間販売額、売場面積のデータが

利用可能な産業を対象とした。このため、推定式 の添え字は が業種であり、

が年度となる。対象年度は、 年、 年、 年、 年、 年、

年、 年、 年、 年、 年の 期間である。 桁分類では 業種を

対象とし標本数は である。
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プール・モデル 固定効果モデル 変量効果モデル

係数 係数 係数

定数項
（ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

（ ）

注 係数の下の括弧は 値であり、それぞれ、 は ％水準で有意、 は ％水準で有意、
は ％水準で有意を示す。

注 固定効果モデルでの個体特有効果は省略する。

表 によれば、プール・モデル、固定効果モデル、変量効果モデルのどれも

自由度修正済み決定係数は高いものの、プール・モデルでは、 の係数が負で

あり、売場面積の拡大が販売額の減少という結果となっている。そして、プー

ル・モデルおよび変量効果モデルにおいて の係数が有意ではなく、固定効果

モデルでは と ともに有意であった。

プール・モデルでは、 が 、固定効果モデルでは、 、変量

効果モデルでは となり、プール・モデルと変量効果モデルではやや規模



の経済性がみられるものの、固定効果モデルのそれは をやや下回った。そこ

で、 検定の結果をみると、 値が高く、全ての業種において、定数項が等し

いという帰無仮説が棄却され、個体特有効果の存在が認められた。続いて、

検定より、固定効果モデルが採択された。この固定効果モデルの推定

結果からは、 （ ）等と同様に概ね一次同次に近い水準であ

るという結論になった。

注 係数の下の括弧は 値であり、それぞれ、 は ％水準で有意、 は ％水準で有意、
は ％水準で有意を示す。

注 固定効果モデルでの個体特有効果は省略する。

プール・モデル 固定効果モデル 変量効果モデル

係数 係数 係数

定数項
（ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

（ ））

桁分類では、 業種を対象としているが、一部の業種に売場面積のデータ

がないため、標本数は である。推定結果は表 の通りである。係数につい

ては、プール・モデル、固定効果モデル、変量効果モデルのすべてにおいて、

概ね有意であり、決定係数も高い。 をみると、それぞれ 、 、

であり、表 と同様に、プール・モデルと変量効果モデルにおいて規模

の経済性が観察され、固定効果モデルについては を若干下回った。 桁分類

と同様に、 検定の結果、固体固有効果の存在が認められ、そして 検

定の結果、固体固有効果と説明変数が無相関という帰無仮説を棄却でき、固定

効果モデルが採択された。



桁分類では、 業種を対象としているが、 桁分類と同様に一部の業種に

おいてデータが欠落しているため、標本数は である。表 も係数は概ね有

意であり、 をみると、それぞれ、 、 、 であった。表

と同様に、プール・モデルでは明らかに規模の経済性が観察されるものの、

固定効果モデルおよび変量効果モデルにおいては、 を若干程度、越えている

に止まった。 桁分類、 桁分類と同様にここでも、 検定と 検定の

結果、固定効果モデルが採択された。

桁分類、 桁分類、 桁分類のいずれにおいても、 検定と 検定

より、固定効果モデルが採択されたが、固定効果モデルでの推定結果は、下記

の表 の通り、 が 、 、 となり、概ね一次同時という結

果となった。
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プール・モデル 固定効果モデル 変量効果モデル

係数 係数 係数

定数項
（ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

（ ）

注 係数の下の括弧は 値であり、それぞれ、 は ％水準で有意、 は ％水準で有意、
は ％水準で有意を示す。

注 固定効果モデルでの個体特有効果は省略する。



本稿では、パネル・データ分析を用いて小売業の生産関数を推定した。その

結果、 商業統計表 のようなマクロ・レベル・データを用いたコブ ダグラ

ス型生産関数の推定においては、固定効果モデルが採択され、概ね一次同次と

いう結果となり、明確な規模の経済性は観察されなかった。これは、峰尾（ ）

および峰尾（ ）の結果とは異なるものであった。この要因として、パネル・

データを利用したことが挙げられる。峰尾（ ）および峰尾（ ）では、時系

列データとクロス・セクション・データを用いた分析をそれぞれ行っているが、

データ制約および推定手法によるバイアスが影響していたと思われる。本稿に

おいては、明確には規模の経済性は観察されなかった。

そして、シャッター通りと言われるように、中心商店街への顧客離れが進ん

でいる。これと同時に、ロードサイドへの大型店の進出が顕著な昨今ではある

が、小売業において、明確な規模の経済性が観察されなかったことより、売場

面積など、規模そのものが小売業における優位性そのものを示すわけではない

ということが言えよう。実際、規模は小さくともブティック等、各店舗の特色

を活かし、堅実に営業を続けている店舗は地域・業種に限らず、広く存在して

いることであろう。むしろ、大規模な資本や研究開発が優位性をもちうる研究

開発型の製造業等と比較すると、規模の経済性は働きにくいのかもしれない。

本稿での推定結果は、このような事実を支持するものと言えよう。加えて、規

模の経済性によって、大型店舗の立地が中小規模店舗を市場からオミットする

わけではないという結論も導かれる。よって、規模の小さい店舗が市場から退

都道府県 桁分類 桁分類 桁分類

注 はプール・モデル、 は固定効果モデル、 は変量効果モデルをそれぞれ示して
いる。



出し、大規模店舗の市場シェアが拡大しているという事実は、規模の経済性に

よる結果ではないと言えるかもしれない。そうだとすれば、それなりのビジネ

ス・プランさえあれば、個人店舗のような小規模であっても、開業し事業を継

続していくことは十分に可能であり、規模の不経済を被ることはないともいえ、

小売業においては依然として新規開業が可能であることも示唆できる。このた

め、今後の小売業に関連する諸施策等においては、経済規制としての側面より

も、望ましい景観や災害対策を踏まえたまちづくりといった都市計画の視点こ

そが、その存在意義としてふさわしいものであるかもしれない。特に来るべき

高齢化に向けては、コンパクト・シティに代表されるまちづくりの意義は高ま

っていくことであろう。しかし、それを考慮したとしても、中心商店街のシャ

ッター街化は規模の経済性によって、中小店舗が市場からオミットされている

というよりも、顧客にとって魅力的な店舗作りという点において競争力を失っ

た結果かもしれず、望ましいコンパクト・シティのあり方を考える上でも、中

心商店街における中小店舗が如何に魅力あるビジネス・モデルを持ちうるかが

重要であると言えよう。

最後に、本稿の結果は集計レベル・データを用いたマクロの分析であり、い

わば、小売業全体としての一般的傾向を指摘したに過ぎない。そして、都道府

県別・産業分類別といったセミ・マクロな集計レベル・データであり、 有価

証券報告書 等を用いたよりミクロな分析による検証も必要である。これを利

用すれば、生産関数だけではなく、費用関数の推定も可能になり、より精緻に

規模の経済性を考察することが可能となる。また、 （ ）では、

包絡線分析（ ）によって、ノンパラメトリックな分析方法を用い、業種ご

とに規模の経済性を検証している。このように個別産業ごとに規模の経済性を

もとめ、その要因を分析する必要性もあるであろう。よって、よりミクロであ

る企業レベル・データ、そして生産関数だけでなく費用関数での再検証を行う

ことにより、小売業における規模の経済性の有無がより頑健に検証可能となる。

今後は、そのような考察によって本稿の結果を補完していきたい。
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